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めに児玉文雄（1998）は、技術の多様性と組織構成における重複が必要であり、ある技術分野に意図的に多

様性を持ち込むことで技術進化を促進することができると示唆している。技術の多様性は、学習能力・吸収

能力にも深い関係があり、Nelson	
 and	
 Winter(1982)と Cohen	
 and	
 Levinthal(1983)は、企業がこれまで技術

開発活動で蓄積した技術は、今後の技術の探索や活用に影響していることを示唆している。技術の多様生は

現行技術の限界を認識することは極めて重要であるが、学習能力や吸収能力に影響される視点から考えると

現行技術の限界を認識することは極めて難しい（児玉文雄、2004）。Christensen（1997）は、内部と離れ独

立性の高い組織を作ることが有効であると示唆している。置き換えると Christensen は、情報の遮断する必

要であることを示唆していると考えられる。しかし、既存の研究の多くは情報共有の重要性を示唆する研究

も多く、どのように情報を共有し、どのように情報を遮断すればよいかが明らかになっていない。	
 

	
 NEDO のプロジェクトに参加した研究者は、プロジェクトの時期と会社に所属していた時期の特許出願傾向

が大きくことなり、国家プロジェクトが変化に直接に影響を与えたと考えられる。今後はこのようなメカニ

ズムを明らかにしていきたい。	
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日本の大学の情報通信・電気電子系研究活動の変化要因の考ᐹ 

 

 
 白川 展之，奥和田 久美（文部科学省科学技術政策研究所）ۑ

 

 

 

㸯．࡟ࡵࡌࡣ 

平成 24 年ᗘ科学技術白書[8]では，我が国における研究開発と産業構造の変化のミスマッチが指摘さ

れている。我が国では，大学を୰心にఏ⤫的な学問分野の体系に๎した研究がከく行われるなか，♫会

ከᵝな分野の▱見を結㞟した⼥合研究にࡸに対応し，新たな学際領域の研究ࢬーࢽ産業界が要ㄳするࡸ

⮫機応変にྲྀり⤌ࡴ௙⤌みにはなっていないと問題提起されている。白書は著者らが公表した，電気電

子・情報通信分野で世界最大つᶍの学༠会である電気電子技術者༠会（㹇㹃㹃㹃）の定期刊行物におけ

る分野領域別の文献数の推移の౛をᘬ用し，世界では♫会ࡸ産業構造の変化に対応した研究開発が行わ

れているのに対して，我が国の研究開発は，変化に対応できていないと指摘している（ᅗ表 1）。 

୍方，アカデミアのഃは，日本の研究文献数の推移を，ἲ人化ᚋの経ᖖ的な஺付㔠のῶ㢠などを結び

付け，日本の大学ࡸ公的研究機関の研究が⾶㏥しࡘࡘあるとッえている。しかし，まだ明確な因果関係

はุ明していない。 

日本の科学技術は，長らく௻業の研究開発投資がࡑのከくの๭合を༨めてきた。とりわけ，電気電子・

情報通信関連の研究では，かࡘては௻業がᅽಽ的にከくの研究論文➼をฟしてきた。しかし，大学ࡸ公

的研究機関による公的研究開発投資は，第 2期科学技術ᇶ本計⏬以降，情報通信分野が㔜点化の対㇟と

され，競争的資㔠などの研究費が増㢠されるなか，学術論文➼の⏕産の主体は௻業から大学に主ᙺが஺

代してきている（[3]，[6]）。 

こうした科学技術政策をめぐる⎔ቃ変化の୰で，公的研究開発の୰心的なᙺ๭をᢸう日本の大学のᕤ

学研究のアウトプットは実際にはどのように変化してきたのか，ࡑの構造変化のෆᐜと原因を，⣙ 30

年㛫の実ドデータをもとに分析する。 

 

ᅗ �� ⛉Ꮫᢏ⾡ⓑ᭩ࡓࢀࡉ♧࡟ᡃࡀᅜࡢ◊✲㛤Ⓨࡢၥ㢟Ⅼ�

̿� ᡃࡀᅜࡿࡅ࠾࡟◊✲㛤Ⓨ࡜⏘ᴗᵓ㐀ࡢኚ໬̿��ࢳࢵ࣐ࢫ࣑ࡢ�

 

 

ฟ඾䠖ᖹᡂ 㻞㻠 ᖺ∧ ⛉学ᢏ⾡ⓑ᭩ 

（ཎฟ඾）⛉学ᢏ⾡ᨻ⟇◊✲所䛂㻵㻱㻱㻱 の䜹䞁䝣䜯䝺䞁䝇䛸ห⾜≀䛻㛵䛩䜛⥲ྜⓗศᯒ䛃（ᖹᡂ 㻞㻟 ᖺ 㻢 ᭶）㼇㻠㼉ཬ䜃 

䛂㻵㻱㻱㻱 ᐃᮇห⾜≀䛻䛚䛡䜛㟁Ẽ㟁Ꮚ䞉᝟ሗ㏻ಙศ㔝の㡿ᇦ別ືྥ䛃（ᖹᡂ 㻞㻞 ᖺ 㻝㻜 ᭶）㼇㻡㼉 
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㸲．᪥ᮏࡢ኱Ꮫࡢࣝ࢖ࢱࢫ✲◊ࡢኚ໬ 

ここでは，現在の主ᙺである日本の大学における学会発表文献及び定期刊行物掲載文献の要因とࡑの

構造を᥈る。 

 

（1）研究領域別の動向 

ᅗ 3は，日本の大学の研究⤮領域別文献数の推移を電気系，電子系，情報系に大きく分㢮し，結果に

いて，国際学会発表文献及び定期刊行物掲載文献を示した。明らかになった≉ᚩはḟのࡘ 2 点である。 

 

 大学の定期刊行物掲載文献は，ఏ⤫的に領域別の೫りが大きくᅛ定的であるۑ

日本の大学の定期刊行物の文献数の推移をみると，電気系，電子系，情報系ともにいずれも増加傾向

である。しかし，ࡑの文献数の変化はᅗ 1 に示されるような世界が 2000 年代に電気電子から情報通信

に୰心的な領域がシフトしたようなダイࢼミックな変化は見られない。ࡑの๭合はᅛ定的であり，電子

系が最もከい状況が୍㈏して続いている。この結果，領域別のポートフ࢛࢜ࣜはᅛ定的であり，ᅗ 1で

指摘されるような，我が国における研究開発と産業構造の変化のミスマッチをᘬき起こしているように

みえる要因になっている。 

 

 大学の情報系の研究発表スタイルが௚国と大きく異なるۑ

日本の大学の情報系の文献数は，定期刊行物掲載文献数はఙびᝎࢇでいる୍方，学会発表文献は，電

子系と変わらないఙびを見ࡏており，文献数でも電子系と䭦Ⰽがない状況が長期㛫続いている。情報系

の研究では，日本の大学の研究者は，学会発表を成果発表の主要なሙとしている傾向がうかがえる。し

かし，ここまでアンバランスな定期刊行物掲載文献と学会発表文献数の比の関係は，௚国ではみられな

い࡯どᴟ端なものである。う。このため，情報系の日本の大学の研究スタイルは，世界のᶆ‽的なスタ

イルࡸホ౯ᇶ‽からずれているྍ⬟性があるのではないかとᠱ念される。 

 

 

図 㻟 日本の 㻵㻱㻱㻱 䛻䛚䛡䜛学会発表文献ཬ䜃ᐃᮇห⾜≀ᥖ㍕文献の䝉䜽䝍䞊別推移（1980-2008 年） 

�a� 学会発表文献（Conference Paper） （b）定期刊行物掲載文献（Journal Paper） 
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５．結論 

本研究の結果からは，日本の大学における電気電子・情報通信系の研究文献数は，科学技術における

研究費の拡充などの科学技術システム改革の施策に対応して，1990 年代以降増加傾向である。また，IEEE

における研究領域別の国際学会発表文献（Conference Paper）及び定期刊行物掲載文献（Journal Paper）

の領域別文献数推移を，電気・電子系と情報系の文献数を比較した結果，情報系の研究では定期刊行物

に比べ国際学会における文献の発表数の方が顕著に増加していることから，電気電子・情報通信関連の

日本の大学の研究成果に関して電気・電子系と情報系では研究成果の公表スタイルに差異があることが

確かめられた。ただし，トップカンファレンスにおける発表数は，電気・電子系，情報系ともに概ねい

ずれも横ばいで変化が少なく，研究の質の面での充実という観点からはまだ疑問が残ることは念頭に置

くべきである。 

本研究と既存研究の成果からは，科学技術白書で指摘されるような産業と研究のミスマッチの主な要

因には，日本の大学の情報系の研究者の研究スタイルが世界の平均的な発展パターンと異なることが最

も大きな要因であると考えられる。これは，計算機科学における日本の科学技術的なプレゼンスの弱さ

という問題点を端的に示す結果となっている。いみじくも科学技術白書で指摘された我が国における研

究開発と産業構造の変化のミスマッチの原因が明らかになったと言える。 

21 世紀に入り，情報通信の成果では，「クラウド」など情報技術に関連する新たなサービスと技術は，

日本発ではなかった。本分析の結果は，こうした最近の情報通信をめぐるイノベーションの動向とも整

合している。こうした動向は，科学技術でイノベーションを起こす観点から大きな問題であろう。現在，

いわゆる「ビッグデータ」の活用を巡って経験科学，実験科学，計算機科学に続く新たな科学パラダイ

ムである「第 4の科学」として「データ駆動型科学」が提唱されている。しかし，第３の科学パラダイ

ムである計算機科学の段階において日本は大きな弱点を抱え，心もとない状況にある。 

過去の科学研究を守るだけでは，世界の科学研究の大きなパラダイム変化に対応することはできない。

科学研究自体も GDP 比で膨大な研究開発投資を行いながらも，日本の科学技術立国の行く末に既に暗雲

をもたらしかねないこうした状況に，関係者は，より俯瞰的に事態の深刻さを認識し，事態の改善に向

けてアクションを採る必要に迫られている。 
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